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１．はじめに 
 情報通信技術関連分野において、よく使わ
れるようになったキーワードに「情報バリア
フリー」と「ユビキタス」があります。前者
は情報利用におけるさまざまな障壁（バリア）
を取り除いて、多くの人々が情報通信技術の
恩恵をうけられるようにすることを、後者は
いつでもどこでも情報通信技術を利用できる
ことを意味しています。 
 大阪府立産業技術総合研究所は、大阪外国
語大学が中心となって進めている「多言語同
時処理によるアジア系言語の自然言語翻訳に
関する基礎研究」という産学官の共同研究プ
ロジェクトに参加しています。そして、情報
利用におけるバリアの一つである「言葉の壁」
を取り除き、携帯情報端末（PDA）や携帯電
話などのモバイル機器を用いてユビキタス環
境を実現するための研究を行っています。 
 
２．内なる国際化と情報機器の国際化 
「内なる国際化」という言葉が象徴するよう
に、最近では国内にいながらにして諸外国の
情報に触れる機会が非常に増えてきました。
その要因の一つとして、情報ネットワークの
地球規模の発達をあげることができるでしょ
う。また、諸外国から日本を訪れる人も増え
てきました。観光客や在留外国人のために多
言語で書かれた案内や掲示板を街中でもよく
見かけるようになりました。 
 パソコンに代表される情報機器もここ数年
で国際化が進み、比較的簡単にさまざまな国
や地域の言語が扱えるようになりました。イ
ンターネットに接続されたパソコンさえあれ
ば、世界中の情報にアクセスすることが可能
となっています。 
 その一方で、パソコンに次ぐ情報機器であ
る携帯情報端末や携帯電話などのモバイル機
器は、その処理能力や記憶容量などのさまざ
まな制約から国際化・多言語対応に取り残さ
れているという状況が続いていました。 
 

３．携帯情報端末における多言語利用 
 ユビキタス環境でのネットワーク・サービ
スを利用するための情報機器として期待され
ている携帯情報端末は、近年、一段と小型化
と高性能化が進んでいます。国内で発売され
ているこれらの携帯情報端末は、工場出荷状
態では日本語（とアルファベットなど）しか
表示することができません。しかし、各国語
の文字を表示するための「文字フォント」と
呼ばれるデータを後から追加すれば、比較的
簡単にさまざまな国や地域の言語を表示でき
るようになるものがあります。 
 これを利用して、中国語で書かれたウェブ
ページ（大阪国際交流センターの「在住外国
人のための生活情報」）を携帯情報端末で表示
すると図１のようになります。 
 

 
図１ 中国語のウェブページの表示例 

 
 また、大阪外国語大学で整備されつつある
各国語のデータを活用した、マルチメディア
対応の７ヶ国語電子辞書のプロトタイプを作
成し、大学での語学教育などへの応用を検討
しています。この電子辞書では、日本語、中
国語、朝鮮語、タイ語、英語、アラビア語、
トルコ語の７つの言語の基本語彙や会話文を
相互に検索することができ、ネイティブスピ
ーカーによる発音を聞くことができます。 
 
４．携帯電話における多言語利用 
 わが国では、ほとんどの携帯電話がインタ
ーネットへのアクセス機能を持ち、情報端末
としての地位を確立しています。普及度も非
常に高く、いつでもどこでも手軽に利用でき



る携帯電話は、ユビキタス・ネットワーク・
サービス実現になくてはならない存在です。
また、数ヶ月ごとに新機種が発表され、性能
も向上し続けています。 
 現在、国内で発売されている携帯電話は、
そのままでは多言語を扱うことはできません。
しかし、インターネットから画像データをダ
ウンロードして表示する機能は持っています。
そこで、さまざまな国や地域の言葉で書かれ
た情報を、インターネットにあるサーバーで
携帯電話で扱うことのできる画像に変換して
やれば、結果として携帯電話で多言語情報を
表示することが可能となります。共同研究プ
ロジェクトでは、多言語情報を携帯電話で表
示するためのシステムを開発し、実証実験を
行っています。 
 図２に、大阪府のウェブサイトにある朝鮮
語で書かれたページ（http://www.pref.osaka. 
jp/ko/chiji.html）の情報を携帯電話で表示した
例を示します。 
 

  
図２ 携帯電話で朝鮮語を表示 

 
 この携帯電話での多言語表示システムは、
キャリアや機種に依存せず、ほとんどの携帯
電話に対応しており、非常に多くの応用例が
考えられます。 
 携帯電話は、停電時でも使用できることが
多く、災害発生時など緊急時の情報発信媒体

に適しているといわれています。災害情報提
供における言語による情報格差を解消する手
段として、本システムは非常に有効です。ま
た、携帯電話のメールと組み合わせることに
よって、情報発信者が能動的に情報を配布す
ることが可能となります。 
 また、このシステムを使うと、海外からの
観光客向けに、母国語による観光情報の提供
を可能にします。さらに GPSなどの位置情報
サービスと連動させたり、カメラ付き携帯電
話で QR コード（図３）を利用することによ
って、観光スポットに応じた案内を提供する
ことも可能となります。 
 

   
図３ QRコードの例 

 
５．おわりに 
 この共同研究プロジェクトの目標は、ユビ
キタス・ネットワークの実現や多言語サービ
スの提供による情報格差の解消といった、国
や各自治体の施策にも合致しています。プロ
ジェクトの成果がそれらの施策の実現のため
に役立てられることを期待しています。 
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